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各務原市新型インフルエンザ等対策行動計画 

（平成２６年６月改定） 

 

 

～概要版～ 

 

 

はじめに 

○ 毎年流行を繰り返してきたインフルエンザウイルスと抗原性が大きく異なり、病

原性や感染力の高い新型のウイルスの出現により、大きな健康被害と社会的影響が

もたらされることが懸念されている。 

○ 未知の感染症である新感染症の中で、その感染力の強さから新型インフルエンザ

と同様に社会的影響が大きいものが発生する可能性がある。 

 

○ 上記のような感染症に備え、各主体の責務や発生時の措置を法的に定めた「新型

インフルエンザ等対策特別措置法」（以下「特措法」という。）が平成２５年４月に

施行された。その後、特措法に基づく計画として、平成２５年６月に政府行動計画

が、同年１０月に岐阜県行動計画がそれぞれ制定された。 

○ 各務原市新型インフルエンザ対策行動計画は、国（政府）行動計画の策定、改定

にあわせて、平成２０年１２月に策定されているが、政府行動計画、県行動計画の

改定に沿ったものに市行動計画を見直し、策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

見直し 

今回改定のポイント 

○ 「指定公共機関」、「指定地方公共機関」制度の創設 

○ 特措法の制定により法的根拠が付与された対策等の明記 

○ 「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」の創設に伴う対策の再整理 

○ 対象感染症の拡大に伴う行動計画の名称変更等 
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※国、県の被害想定に合わせ想定 

項  目 市 内 県 内 全 国 

流行期間 約８週間 

患者数（人口の 25％） 約 3.6 万人 約 52 万人 約 3,200 万人 

受診者数 
約 1.5 万人 

～約 2.8 万人 

約 20 万人 

～約 40 万人 

約 1,300 万人 

～約 2,500 万人 

中等度

※1 

入院患者 

（１日当たり最大） 

約 600 人 

（約 110 人） 

約 8,600 人 

（約 1,600 人） 

約 53 万人 

（約 10.1 万人） 

死亡者数 約２００人 約 2,800 人 約 17 万人 

重 度 

※2 

入院患者 

（１日当たり最大） 

約 2,300 

（約 460 人） 

約 32,500 人 

（約 6,500 人） 

約 200 万人 

（39.9 万人） 

死亡者数 約 730 人 約 10,400 人 約 64 万人 

従業員の欠勤率の想定 最大 40％程度 

※１：アジアインフルエンザ並み（致命率 0.53％） 

※２：スペインインフルエンザ並み（致命率 2.0％） 

 

 

 

 

新型インフルエンザ等発生時の社会的影響 

新型インフルエンザ等による社会への影響の想定には多くの議論があるが、以下の

ような影響が一つの例として想定されている。 

・市民の 25%が、流行期間（約８週間）にピークを作りながら順次り患する。 

・り患者は１週間から 10 日間程度り患し、欠勤。り患した従業員の大部分は、一定

の欠勤期間後、治癒し（免疫を得て）、職場に復帰する。 

・ピーク時（約２週間）に従業員が発症して欠勤する割合は、多く見積もって５％程

度と考えられるが、従業員自身のり患のほか、家族の世話、看護等（学校・保育施

設等の臨時休業や、一部の福祉サービスの縮小、家庭での療養などによる）のため、

出勤が困難となる者、不安により出勤しない者がいることを見込み、ピーク時（約

２週間）には従業員の最大 40％程度が欠勤するケースが想定される。 

○流行規模は、軽微なものから重篤なものまで様々な場合があり、上記の想定

を超えるものもあり得ることも念頭に置く。 

流行規模及び被害の想定（新型インフルエンザ） 
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１ 感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護する。 

・ 感染拡大を抑えて、流行のピークを遅らせ、医療提供体制の整備やワクチン製造

のための時間を確保する。 

・ 流行のピーク時の患者数等をなるべく少なくして医療体制への負荷を軽減すると

ともに、医療提供体制の強化を図ることで、必要な患者が適切な医療を受けられ

るようにする。 

・ 適切な医療の提供により、重症者数や死亡者数を減らす。 

 

２ 市民の生活及び経済に及ぼす影響が最小になるようにする。 

・ 地域での感染対策等により、欠勤者の数を減らす。 

・ 事業継続計画の作成・実施等により、医療の提供の業務又は県民の生活及び経済

の安定に寄与する業務の維持に努める。 

 

 

 

対策の効果 イメージ図

 

目      的 
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○ 病原性の高い場合を念頭に置きつつ、病原性が低い場合等様々に対応できるよう、

対策の選択肢を示す 

○ 本市の事情を考慮しつつ、国、県の対策と密接に連動し、各種対策を実施する。 

○ 新型インフルエンザ等の発生前から流行が収まるまで、一連の流れをもった戦略

を確立する。 

発生前 ・抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄 

・地域における医療体制の整備 

・ワクチン接種体制の整備 

・市民への啓発 

・県、市町村、企業による事業継続計画等の策定 

発生当初 

(県内発生) 

（県が行う以下の対策への協力） 

・患者の入院勧告、抗インフルエンザウイルス薬等の治療 

・感染のおそれのある者の外出自粛、予防投与の検討 

・病原性に応じ、不要不急の外出自粛要請や施設の使用制限 

感染拡大 ・行政、事業者等は、医療の確保、市民の生活及び経済の維持等に最

大限の努力 

 

 

対 策 実 施 上 の 留 意 点 

○ 基本的人権の尊重 
法令に基づき、市民の権利・自由に制限を加える場合（医療従事、外出自粛、施設

の使用制限、土地の使用、緊急物資の運送、特定物資の売渡しの要請等）は、対策実

施のため必要最小限とすること。 

実施に当たって、法令の根拠があることを前提として、市民に対して十分説明し、

理解を得ること。 

○ 危機管理としての特措法の性格 
病原性の程度や、医薬品の効果などにより、緊急事態の措置を講ずる必要がないこ 

ともあり得ることに留意する。 

○ 関係機関相互の連携協力の確保 
市対策本部は、政府対策本部及び県対策本部と相互に緊密な連携を図りつつ、 

新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する。 

市対策本部長は県対策本部長に対して、総合調整を行うよう要請することができる。 

○ 記録の作成・保存 
市対策本部における新型インフルエンザ等対策の実施に係る記録を作成・保存・公

表する。 

新 規 

基 本 的 考 え 方 
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流行状態 
発生段階 

県・市行動計画 政府行動計画 

新型インフルエンザ等が発生していない状態 未発生期 未発生期 

海外で新型インフルエンザ等が発生した状態 

県・市内 

未発生期 

海外発生期 

いずれかの都道府県で新型インフルエンザ等の患

者が発生しているが、本県及び市内では発生してい

ない状態 
国内発生早期 

本県又は市内で新型インフルエンザ等の患者は発

生しているが、すべての患者の接触歴を疫学調査で

追える状態 

県・市内 

発生早期 

国内感染期 
本県又は市内で新型インフルエンザ等患者の接触

歴が疫学調査で追えなくなった状態 

県・市内 

感染期 

新型インフルエンザ等患者の発生が減少し、低い水

準でとどまっている状態 
小康期 小康期 

 

 

国内発生以降の流行の発生段階は、都道府県単位で県が国と協議の上判断する。 

発 生 段 階 
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【行政機関】 

行政 役割の概要 

国 

【発生前】 

・「新型インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議」を開催 

【発生時】 

・「政府対策本部」の下で「基本的対処方針」を決定し、対策を強力に推進 

・医学・公衆衛生等の専門家を中心とした学識経験者の意見を聴く 

・地方公共団体及び指定（地方）公共機関が実施する対策を支援 

県 

・特措法及び感染症法に基づく措置の実施主体としての中心的な役割を担う 

【発生時】 

・「岐阜県新型インフルエンザ等対策本部」を設置 

市 

【発生前】 

・「各務原市新型インフルエンザ等対策推進会議」開催等全庁的な取組を推進 

・各部局において、所管事務の発生時の対応を具体的に定めておく 

【発生時】 

・「各務原市新型インフルエンザ等対策本部」を設置 

・政府、県の基本的対処方針に基づき、対策を強力に推進・ワクチン接種、住

民の生活支援、社会的弱者への支援を的確に実施 

・県、近隣市町村と緊密に連携する 

 

 

【関係機関・個人】 

関係機関等 役割の概要 

医療機関 ・地域医療確保のため、院内感染対策、診療継続計画の策定、

地域における医療連携体制の整備等を進める。 

・発生時には、診療継続計画に基づき、地域の医療機関が連携

し医療の提供に努める。 

指定公共機関・

指定地方公共機関 

・特措法及び業務計画で定めるところにより、その業務につい

て、新型インフルエンザ等対策を実施する。 

登録事業者 ・医療の提供又は市民の生活及び経済の安定に寄与する業務を

行う事業者は、発生前から職場における感染対策の実施や重

要業務の事業継続などの準備を行い、発生時には、その活動

を継続するよう努める。 

一般の事業者 ・職場における感染対策を行う。 

・発生時における一部の事業の縮小、不特定多数の者が集まる

事業に対する感染防止のための措置の徹底を行う。 

市民 ・通常のインフルエンザにおいても感染予防に努める。 

・発生時に備え、食料品、生活必需品等に備蓄に努める。 

見直し 

対策推進のための役割分担 
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【指定（地方）公共機関】 
 

 

 

（新型インフルエンザ等対策特別措置法） 

           （法第２条第６項）  政令にて定める 

・医療、医薬品・医療機器の製造販売、電気等の供給、輸送等を行う公共的機関及び 

公益的事業を営む法人 

 

 

 

            （法第２条第７項）  知事が指定 

・都道府県の区域において、医療、医薬品・医療機器の製造販売、電気等の供給、輸

送等を行う公益的事業を営む法人及び地方独立行政法人（指定公共機関以外） 

 

 

 

 

 

【指定（地方）公共機関の責務等】 

            法第３条第５項、６項 

○新型インフルエンザ等が発生したときは、その業務について、新型インフルエンザ

等対策（※）を実施する責務を有する。 

※国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるよう実施する措置 

○行政、指定（地方）公共機関は、新型インフルエンザ等対策を実施するに当たり、

相互に連携協力し、的確、迅速な実施に万全を期さなければならない。 

 

 

１ 新型インフルエンザ等対策に関する業務計画の作成,報告,要旨の公表（法第９条） 

 

 

 

 

２ 必要な物資・資材の備蓄・整備・点検、施設・設備の整備・点検（法第１０条） 

３ 都道府県対策本部長による総合調整、指示（法第 24 条第１項、法第 33 条第 2項） 

 

 

 

新 規 

行政機関だけでは新型インフルエンザ

等対策の的確な実施は困難 
指定（地方）公共機関を指定 

指定公共機関 

国立病院機構、日本赤十字社、医療関係団体、電力・都市ガス・運輸・ 

通信各社、日本郵便、日本銀行、ＮＨＫ、日本医薬品卸業連合会等 

指定地方公共機関 

県内公的医療機関等、岐阜県医師会、岐阜県歯科医師会、岐阜県薬剤師会、 

岐阜県看護協会、岐阜県医薬品卸協同組合、岐阜県ＬＰガス協会、 

岐阜県バス協会、岐阜県トラック協会 

責  務 

新 規 

業 務 等 

＜業務計画に定める事項＞ 
① 新型インフルエンザ等対策の内容及び実施方法に関する事項 
② 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項 
③ 新型インフルエンザ等対策の実施に関する関係機関との連携に関する事項 
④ その他必要な事項 

総合調整：新型インフルエンザ等対策の業務が、相互に調和して行えるよう助言、要請、勧告
等により調整を行うもの 

指  示：緊急事態宣言後において、総合調整に基づく所要の措置が実施されない場合、特に
必要があるとき 
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① 実 施 体 制 

○新型インフルエンザ等は、その病原性が高く感染力が強い場合、多数の生命・健康

に甚大な被害を及ぼすほか、社会・経済活動の縮小・停滞を招くおそれがあり、国

家の危機管理の問題として取り組む必要がある。 

○本市は、公衆衛生部門と危機管理部門が中心となり、全庁一丸となった取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急事態宣言 

                （緊急事態宣言前に任意で設置する場合がある) 

各務原市新型インフルエンザ等対策推進会議 
（各務原市新型インフルエンザ等対策本部設置要綱） 

会 長：健康福祉部長 

副会長：企画総務部長、市長公室長 

委 員：各部等の主管課長、人事課長、危機管理対策監、財政課長、

防災安全課長、健康管理課長、その他関係職員 

事務局：健康管理課、防災安全課 

各務原市新型インフルエンザ等対策本部 
（各務原市新型インフルエンザ等対策本部条例） 

（各務原市新型インフルエンザ等対策本部設置要綱） 

 

本

部

会

議 

本 部 長 市長 

副本部長 副市長 

本 部 員 
各部等の長、ほか市長が職員のうちから 

任命する 

各部・各班 
部長・副部長：各部等の長 

班長・副班長：各課等の長 

事務局 健康管理課、防災安全課 

 

常設会議 

行動計画の主要 6項目 
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② 情報収集・提供・共有 

サーベイランス 

     

未発生期 

県・市内未発生期 

（海外発生期／ 

国内発生早期） 

県・市内発生早期 県・市内感染期 小康期 

 

 

 

情報提供・共有 

○ 市民に発信するメッセージとして、次のことを重視する。 

・新型インフルエンザ等には誰もが感染する可能性があること（感染したことにつ 

いて、患者やその関係者に原則として責任はないこと） 

・個人レベルの対策が全体の対策推進に大きく寄与すること。 

○ 情報提供の際には、外国人や障がい者など情報が届きにくい人にも配慮する。 

○ 「岐阜県リアルタイム感染症サーベイランスシステム」を市民に周知し、市民そ

れぞれが、流行状況を把握し、自らが感染予防を行えるようにする。 

○ 発生時には相談窓口を設置し、市民からの問い合わせに対応する。 

○ 県、医療機関等とは、インターネットを活用した迅速な情報共有、会議の開催な

どによりコミュニケーションの充実を図る。 

○ 市対策本部が情報を集約・共有する体制を構築する。 

医師から届出

のあった 

確定患者 

入院者 

全数把握 

全数把握 

インフルエンザ入院サーベイランス 

（インフルエンザによる入院者及び死亡者の発生動向を調査） 

学校サーベイランス 
（学校欠席者情報システムにより欠席者及び臨時休業の状況を把握） 

リアルタイム感染症サーベイランス 
（県が実施するサーベイランスシステムにより受診患者数の状況を把握） 

・把握対象を拡大 

・ウイルス検査の強化 
・把握対象を拡大 

・ウイルス検査の強化 

平
時
か
ら
行
っ
て
い
る
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス 
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③ 予防・まん延防止 

目 的  

○ 流行のピークをできるだけ遅らせることで体制の整備を図るための時間を確

保する。 

○ 流行のピーク時の受診患者数等を減少させ、入院患者数を最小限にとどめ、医

療体制が対応可能な範囲内に収める 

 

対策区分 概       要 

個人・地域レベル 

での対策 

・マスク着用・咳エチケット、手洗い等基本的な感染対策の勧奨 

・職場における感染予防策の徹底 

・学校・保育施設等における感染対策の実施、学校等の臨時休業 

・公共交通機関における利用者へのマスク着用の励行の呼びかけ 

患者・濃厚接触者 

への対応 

・感染症指定医療機関等への入院 

・患者の濃厚接触者への外出自粛要請、健康観察 

・基礎疾患を有する者や多数が居住する施設等への感染対策強化 

緊
急
事
態
宣
言
時 

の
措
置 

外出自粛等 

の要請 

・生活の維持に必要な場合を除きみだりに外出しないことや基本

的な感染対策の徹底を要請 

施設の使用制 

限等の要請等 

・学校、保育所等に対する施設の使用制限（臨時休業や入学試験

の延期等）の要請、指示 

・興行場その他政令で定める多数の者が利用する施設に対する感

染対策の徹底及び施設の使用制限の要請、指示 

渡航の注意喚起 
・渡航予定者に個人がとるべき対応、渡航延期勧告に係る情報提

供等 

 

 

見直し 
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④ 予 防 接 種 

○ ワクチンの接種により、受診患者数を減少させ、入院患者数や重症者数を抑え、

医療体制を対応可能な範囲内におさめるよう努める。 

○ 国が定めるワクチン接種体制を基に、県、市医師会、医薬品卸売業者等と協議・

調整し、円滑に流通できる体制を構築する。 

※予防接種全体の実施のあり方については、発生時の状況に応じて政府対策本部にお

いて総合的に判断し、決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【接種の実施体制】 

◆特定接種 

・都道府県、市町村の職員に対する接種は、各自治体が実施主体。その他（国・事

業者）に対する接種は、国が実施主体。 

・特定接種対象者となる職員をあらかじめ把握するとともに、職員への接種体制を

構築する。 

・原則として集団的接種を行う。 

・接種体制の構築は、各自治体・各事業者で行う。 

◆住民接種 

・市町村が実施主体。 

・原則として集団的接種により接種を行う。 

・居住地以外の市町村でも接種が可能となるよう努める。 

◆情報提供 

 ・ワクチンの役割や、供給体制・接種体制、接種対象者や接種順位の在り方など基

本的な情報について情報提供を行い、市民への理解促進を図る。 

見直し 

予防接種の種類 

特定接種：医療の提供や国民生活及び国民経済の安定等の業務に従事する者に対 

する接種（特措法第２８条） 

住民接種：一般国民に対する接種（特措法第４６条又は予防接種法第６条第３項） 
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⑤ 医療体制    

【県・市内発生早期まで】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【県・市内感染期】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電
話 

入院勧告 確定 受診調整 

・不安への相談対応 

・一般医療機関の受診指示 

渡航歴のある、又

は患者への濃厚

接触者である発

熱・呼吸器症状等

患者 

帰
国
者
・
接
触
者
相
談
セ
ン
タ
ー
（
保
健
所
） 

帰
国
者
・
接
触
者
外
来 

感
染
症
指
定
医
療
機
関 

 

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
患
者 

一
般
医
療
機
関 

重
症
患
者 

軽
症
患
者 

入院 

医療機関 

外来治療 
＋ 

自宅療養 

上記以外の発熱・

呼吸器症状等患者 コールセンター 

基準を満たす 

患者を紹介 

基準を満たさ 

ない患者 

※一般医療機関 

内科・小児科等、通常インフルエンザ等感染症の診

療を行う全ての医療機関で、院内感染対策を行った

上で対応 

症状により再受診 

発熱・呼

吸器症状

等患者 

広報 一
般
医
療
機
関 軽症 

患者 

入院 

医療機関 

外来治療 
＋ 

自宅療養 

重症 
患者 

症状により再受診 
※一般医療機関 

内科・小児科等、通常インフルエンザ等

感染症の診療を行う全ての医療機関で、

院内感染対策を行った上で対応 ※入院患者の入院に

よる感染拡大防止

抑制は望めないた

め、入院勧告は中止 



 ~ 13 ~  

⑥ 市民の生活及び経済の安定の確保 

【各事業者による措置】 

実施主体 対   応 

指定（地方）公共機関 ・業務計画で定めるところにより、業務を実施するために必要な措置を講ずる 

（市民生活・経済安定対策） 

電気事業者、ガス事業者、運送事業者、 

電気通信事業者、郵便事業者・一般信書便事業者 

（医療対策） 

医療機関、医薬品販売業者 

水道事業者等 

（県、市町村） 

・消毒その他衛生上の措置等、水を安定的かつ適切に提供するために必要な措

置を講ずる 

特定接種の登録事業者 ・医療の提供並びに県民の生活及び経済の安定に寄与する業務を継続的に実施 

 

【行政による措置】 

実施主体 対    応 国行動計画 県行動計画 市行動計画 

国、県 
・事業継続のための法令の弾力運用について、必要

に応じ周知 ※弾力運用の決定は国が行う 
関係省庁 関係部局  

国、県 

・サービス提供水準に係る状況を把握 

・まん延した段階において、サービス提供水準が相

当程度低下する可能性を許容すべきことを呼びか

け 

内閣官房 

関係省庁 

危機管理部 

門 

関係部局 

 

国、県 

・緊急の必要がある場合には、運送事業者である指

定(地方）公共機関に対し、食料品等の緊急物資の

輸送を要請 

国土交通省 

関係省庁 
商工労働部  

国、県 

・緊急の必要がある場合には、医薬品等販売業者で

ある指定（地方）公共機関に対し、医薬品又は医

療機器の配送を要請 

厚生労働省 

関係省庁 
健康福祉部  

国、県、 

市町村 

・生活関連物資の価格が高騰、また、買占め及び売

惜しみが生じないよう、調査・監視等 

・関係事業者団体等に対して供給の確保や便乗値上

げの防止等を要請 

・国（県・市）民からの相談窓口を設置・充実 

消費者庁 

農林水産省 

経済産業省 

関係省庁 

環境生活部 

関係部局 

産業活力部

市長公室 

市町村 
・在宅の要援護者への生活支援（見回り、介護、訪

問診療、食事の提供等）、搬送、死亡時の対応 
厚生労働省 

健康福祉部 

関係部局 

健康福祉部 

関係部局 

県、 

市町村 

・火葬炉の稼働、一時的な遺体安置施設等の確保 

（市町村） 

・墓地、火葬場に関する情報の収集、遺体の搬送の

手配等（県） 

厚生労働省 
健康福祉部 

関係部局 
環境水道部 

公庫、県 

・中小企業及び農林漁業者等の経営の維持安定を支

援するための特別な金融支援を実施 日本政策金 

融公庫等 

商工労働部 
農政部 
総務部 
関係部局 

 

国、県 
・犯罪情報の集約、広報啓発、悪質な事犯の取り締

まり 
警察庁 警察本部 

 

 

新 規 


